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2026年4月22日

政府間作業部会の議長およびメンバーの皆様へ 

高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書への意見

法的拘束力のある文書に関する全体的な枠組み、構成、および指針となる原則についての意見募集に関連し、高齢者の人権に関する政府間作業部会に意見を提出する機会をいただき、感謝します。オーストラリア高齢・障害アドボカシー（Aged and Disability Advocacy Australia, ADA）は、この重要なプロセスに貢献できることを歓迎します。

ADAオーストラリアについて 

ADAは、非営利かつ独立した地域密着型の権利擁護・教育サービス機関であり、クイーンズランド州の高齢者および障害のある人の利益のために、情報提供、支援、代弁、権利擁護活動を行う35年以上の経験をもっています。 

またADAは、その一部門であるADA法律相談（ADA Law、地域法律センター）を通じて、法的権利擁護も提供しています。ADA Lawは、認知障害や判断能力に疑問がある人を含む高齢者や障害のある人に対し、人権、高齢者虐待、意思決定に関連する医療・障害関連の法的問題について、専門的な法的助言を提供しています。 

ADAの権利擁護担当者および法律専門家は、アボリジニおよびトレス海峡諸島民の障害者向け権利擁護サービス「対話から行動へ」（Yarn2Action）を通じて、特定の先住民の権利擁護担当者と連携し、アボリジニおよびトレス海峡諸島民の障害のある人に対して個別の権利擁護サービスを提供しています。

独立した非政府組織（NGO）として、ADAは、後見制度や代理意思決定制度の対象となっている人々、制限的措置、施設入所や集団生活環境に置かれている人々、さらには司法、医療、住宅、社会参加へのアクセスにおいて障壁に直面している人々など、人権侵害のリスクが特に高い高齢者との直接的な関わりにおいて、豊富な経験をもっています。個別権利擁護の提供、訴訟、および国内・国際的な法改正プロセスへの関与を通じて、ADAは、高齢者に適用される既存の国際人権枠組みにおける不備について、詳細かつ実践に基づいた理解を深めてきました。 

ADAは、意見募集要項で求められている主要な質問および意見の種類を検討し、作業部会で検討してもらうために以下のコメントを提出します。


質問 1 – 包括的な枠組み 

高齢者の人権に関する国際的な法的拘束力のある文書は、どのような包括的な枠組みに基づいて策定されるべきか？さらに、高齢者がすべての人権および基本的自由を完全かつ平等に享受する権利保有者であるという認識を、その文書が最も適切に反映し、強化するにはどうすべきか？
ADAは、この文書が、高齢者を「ケアの対象」ではなく「権利の主体」として認識し、生涯にわたる平等、無差別、自律、尊厳という観点から高齢化を捉える「権利保有者」の枠組みに基づくべきであると提言する。 
　
この文書は、一部の高齢者が生来の権利を行使し享受するために追加的な支援を必要とする場合があること、また、独立した専門的な権利擁護を含むそのような支援へのアクセス自体が、尊厳および法の下での平等な承認の構成要素であり、父権主義や人格の軽視の根拠ではないことを明確に認めるべきである。また、この枠組みは、加齢が多様であり、文化、健康状態、機能障害、居住形態、社会的支援、構造的な不利益によって加齢の経験が異なることを明確に認識すべきである。したがって、権利侵害は年齢そのものによってではなく、制度的・体系的な障壁や政策枠組みに起因することが多いことを強調する、社会的かつ体系的な視点をこの文書に組み込むことが極めて重要である。

我々は、以下の原則を明確に盛り込むことを提言する： 

· 高齢者を権利保有者として認めること：高齢者はすべての人権および基本的自由を完全かつ平等に享受する権利をもつこと、また、年齢を、保護やサービス・制度へのアクセスの制限、あるいは主体性の制限を正当化する尺度として用いてはならないことを明示する。

· 尊厳の権利と必要な支援を受ける権利：権利を行使するために追加の支援（例えば、コミュニケーション支援、支援付き意思決定、サービス利用の支援など）が必要な場合、それらは権利として利用でき、自律、尊厳、自己決定を尊重する形で提供されるべきであることを明確に認めること。

· 能力の有無や能力が疑問視されているかどうかにかかわらず、権利擁護を受ける権利：高齢者が、制度や機関との関わりのあらゆる段階で、独立した権利擁護を利用できる権利を明確に認めること。これには、本人の意思決定能力が疑問視されたり損なわれたりしている場合、あるいは代理意思決定や支援付き意思決定の取り決めが検討されている、あるいはすでに実施されている場合も含まれる。権利擁護は、自律や司法へのアクセスを損なうものではなく、むしろ強化する安全装置として認識されるべきである。

· 文化的セーフティ（安全性）と認識：文化的セーフティは枠組みそのものに組み込まれるべきであり、先住民族の高齢者や、文化的・言語的に多様な背景を持つ高齢者を含め、権利、支援、救済措置が、文化的アイデンティティに配慮した形で設計・提供されるよう確保しなければならない。 

· 「幼児化」の防止とリスクの尊厳：この枠組みは、エイジズム（年齢差別）を明確に取り上げるべきであり、そこには、高齢者を幼児視したり、前提的に無能力者とみなすような制度的慣行が含まれる。そして、自律の核心として、能力の推定、意思や選好の尊重、そしてリスクの尊厳を明確に位置づけるべきである。　


質問2 – 中核的原則と規範的欠落への対応 

高齢者の権利を効果的に保護するために、法的拘束力のある文書はどのような中核的な原則に基づくべきか？さらに、この法的拘束力のある文書は、高齢者の既存の人権を再確認すると同時に、あらたに規範的発展が必要な問題や課題（ギャップ）を明確に特定し、対処するにはどうすればよいか？

ADAは、この枠組みは、普遍的な権利を再確認すると同時に、高齢者に対するそれらの権利の理解と実施において根強く残る保護の格差に対処する一連の中核的原則を含めるべきであると提言する。特に、この原則は、エイジズム、父権主義、および制度的な排除に対抗するとともに、支援へのアクセス、選択の自由、個人の安全、そして自身の生活に影響を与える決定への効果的な参加について明確な期待を規定するべきである。平等原則と実生活の体験との間に繰り返し生じる乖離を踏まえ、この文書は、高齢者の実質的な平等を確保するために、各国に対し、積極的措置（支援や配慮、後見制度の活用、高齢者の制度的体験の検証など）を講じることを義務付けるべきである。

ADAは、本条約に盛り込むべき中核的原則として、以下のリストを提案する（ただしこれは網羅的なものではない）：

1. 尊厳と自律（リスクを伴う選択の尊厳を含む）

高齢者は、年齢のみを理由とした父権的な制限を受けることなく、尊厳を持って生活し、自らの生活に関する決定を行い、合理的なリスクを負う権利を有する。

2. 判断能力の推定および意見・選好の尊重

法的枠組みおよび実務上の枠組みは、判断能力を前提とし（訳注　その人に判断能力があることを前提とすること）、本人の意見や希望を優先すべきである。また、代理意思決定や後見制度の利用が、加齢や障害に対する標準の対応となることを防ぐための保護措置を講じるべきである。

3. 平等と無差別（交差性を含む）

本条約は、各国に対し、年齢に基づく差別に対処することを義務付けるべきである。ここには、特にそれがジェンダー、社会経済的地位、地理的所在地、障害、文化的背景、性的指向、性自認、および高齢者ケア施設やその他の施設への入所と交差する場合の差別が含まれる。これには、高齢者の保護を強化するために、また各国が本条約を遵守するために、新たな法律を制定するか、既存の国内法を改正する義務が含まれるべきである。

4. 公平な選択とアクセス

高齢者は、居住地にかかわらず、また構造的な不利な状況にかかわらず、支援の選択肢やサービスに関して、公平な基盤の上で有意義な選択ができなければならない。本条約は、サービスが利用できない、アクセスできない、あるいは文化的に安全でない場合、「選択」は幻想に過ぎないことを認識すべきであり、こうした格差を是正するための積極的な措置を講じるよう、各国に義務を課すべきである。

5. 個人の安全および暴力、虐待、ネグレクト、搾取からの自由

本条約は、高齢期における個人の安全を人権として明確に認めるべきである。この個人の安全には、制度内（保健、社会サービス、雇用、高齢者ケア）における安全が含まれる。また、危害のリスクを高め、独立や自律を損なうエイジズムや差別的な慣行からの保護を強化するよう努めるべきである。

6. 参加、包摂、アクセシビリティ

高齢者は、アクセシブルな情報、権利擁護、支援などを通じて、公的生活や自身に影響を与える意思決定に参加できるよう支援されるべきである。

これらの原則を実際に運用可能にするため、ADAは、この枠組みが各国に対し、規範上の欠落を特定し、それに対処するための措置を講じることを義務付けるべきであると提言する。前述の通り、これには、高齢者の権利を制限しがちな状況や環境に関連させつつ、中核的権利が高齢者にどのように適用されるかを明確に規定することが含まれるべきである。例えば、医療・病院システムや高齢者向け居住型ケア施設など、高齢者の権利が脅かされる状況において、平等、健康、司法へのアクセス、プライバシーの権利、社会的参加、および家族に関する権利がどのように守られるべきかを明記することである。 


質問3 – 条約の構成 

法的拘束力のある文書は、明確性と実効性を確保するために、どのような全体構成（structure）や設計枠組み（architecture）を採用すべきか？例えば、前文、定義、一般原則、一般的義務、具体的権利、および実施規定を含めるべきか？

ADAは、この文書が、障害者権利条約と同様の明確な構成を採用すべきであると提言する。これには、前文、定義、原則、一般的な義務、具体的な権利、ならびに実施、監視、および見直しの要素が含まれるべきである。 

この枠組みは、文化的セーフティ、選択の公平性、支援を受ける権利、およびエイジズムや幼児化からの自由が、この枠組みの趣旨や目的にとっての周辺的な要素としてではなく、その運用規定全体に組み込まれるよう確保すべきである。

一般的義務の盛り込みに関しては、立法上および政策上の措置を採択すること、およびその措置が合理的な期間内に国内法に導入されることを確保する義務を含めるべきであると提言する。その目的は、高齢者が自らの権利を行使できるよう支援を確保すること、虐待、ネグレクト、搾取に対する予防措置を講じること、関連データや情報を収集・公表すること、そして高齢者が効果的な救済措置、権利擁護、司法へのアクセスを確保できるようにすることである。さらに、一般的義務において言及されている、あるいはその他の形で含まれている具体的な権利については、相互参照を行い、具体的な権利の項に含めるべきである。 

実施と監視では、独立した監視を伴う国内実施枠組みを含め、高齢者、地域社会、市民社会組織の参加を確保するとともに、国際的な報告と監督のメカニズムを設けるべきである。 

オーストラリアの高齢者への影響 

総合的な連邦人権法が存在せず、人権の法的保護が管轄区域ごとに不均一かつ断片化しているオーストラリアの文脈において、高齢者の権利に的を絞った条約は特に重要である。オーストラリアの高齢者は、特に年齢による差別、司法へのアクセス、代理意思決定、施設および集団ケア環境、ならびに効果的な救済措置の利用可能性に関して、法的保護に重大な格差にさらされている。 
法的拘束力を持つ国際的な文書は、オーストラリアにおいて障害者権利条約が、支援付き意思決定、アクセシビリティ、参加、実質的平等の認識に影響を与えたように、国内法の改正、政策の策定、およびサービスの提供を導く権威ある規範的枠組みを提供することになるだろう。 
高齢者の権利に関する条約は、高齢者の権利を尊重、保護、実現するという各国の積極的義務を明確にし、国際的な監視を通じて説明責任を強化し、一貫した国内基準の策定を支援するとともに、総合的な連邦人権法が存在しない状況において、裁判所、審判所、権利擁護者、政策立案者にとっての解釈の指針となるであろう。
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このたび意見表明の機会をいただき、改めて感謝します。ADAは、高齢者の権利を保護する枠組みを構築するという政府間作業部会の重要な取り組みに対し、引き続き支援を行います。本意見についてご議論を希望される場合は、主任政策顧問兼弁護士のヴァネッサ・クルリン（Vanessa Krulin）まで、電話（+61 7 3637 6065）またはメール（vanessa.krulin@adaaustralia.com.au）にて、気軽にご連絡ください。 

敬具

ジェフ・ロウ
最高経営責任者

（翻訳・佐藤久夫、　　　　　　）
121 Copperfield Street Geebung Qld 4034 www.adaaustralia.com.au
フリーコール：1800 818 338      電話：(07) 3637 6000
FAX: (07) 3637 6001     Eメール: info@adaaustralia.com.au
ADA Australiaは、この土地の伝統的な守護者たちを認め、過去および現在の長老たちに敬意を表します。
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